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研究成果の概要（和文）：本研究は、従来の組織コントロール研究の成果を踏まえ、海外日系企業の有効な組織
コントロールと組織ルーティンとの関係の解明を目的とするのものである。そこでまず、組織コントロールと組
織ルーティンの研究レビューを行い、両者の関係はダイナミックであることが理論的に解明された。そして、組
織アイデンティーの要因を加えた実態調査においてはディスコース分析も行い、その結果、日系企業の有効な組
織コントロールは、本社における当該組織の重要度が増せばますほど見直されることが判明した。なぜなら、現
地での不祥事の発生を阻止するため安全性・確実性を確保するため、組織コントロール見直しを継続的にする必
要があるためである。

研究成果の概要（英文）：This research, based on the results of the previous organizational control 
research, aims to make clear the relationship between effective organizational control and routine 
in Japan's overseas companies. So, firstly, we reviewed the research papers of organizational 
controls and organizational routines, and theoretically defined that the relationship between them 
is dynamic and interelated. Secondly, in the field work survey, we also conducted a discourse 
analysis with the factor of organizational identity, and it turned out clearly that the effective 
organizational control of Japan's overseas companies was reviewed as the importance of the overseas 
affiliated organization in the head office increased. This is because it is necessary to 
continuously review the organizational control of overseas companies to prevent the occurrence of 
local scandals with ensuring a safety and certainty standard.

研究分野：経営組織

キーワード： 組織コントロール　組織ルーティン　組織アイデンティティ　組織の効率性　組織の創造性　ダイナミ
ック・ケイパビリティ
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

1．研究開始当初の背景 

わが国企業の海外進出の歴史は古く、業種

によって進出時期が異なるとはいえ、製品の

輸出入から事業の現地化、生産の現地化とい

う共通のパターンが見られる。したがって、

海外事業の成否に関わる歴史的教訓も蓄積

されているはずだが、実際は何度も失敗する

企業も多い。そうした中で、海外展開の戦略

策定は理にかなっても、特に海外子会社の組

織コントロールがうまくいかないケースが

多い。 

 

２．研究目的 

本研究は、海外展開した日系企業子会社の

多くが事業の維持運営の困難に直面してい

ることを鑑み、その有効な組織コントロール

のあり方を組織ルーティンとの関係を切り

口に理論的かつ実証的に分析することを目

的としている。従来の組織コントロール研究

の多くは、管理プロセス論や資源依存論をベ

ースに機能的に分析したものであり、現地子

会社をどのようにコントロールし、業務のル

ーティン化を図っているかについてプロセ

ス的な分析は十分になされているとはいえ

ない。そこで、これまでの研究成果で未開拓

な側面を理論的に見直した上で、日系企業の

有効な組織コントロールのあり方について

プロセス中心に分析し、理論的かつ実践的含

意を抽出する。 

 

３．研究の方法 

海外子会社に関する組織コントロールの

研究レビューを踏まえ、日系企業の有効な組

織コントロールのあり方を理論的かつ実証

的に明らかにするため、組織の情報論的アプ

ローチ、制度論アプローチ、ディスコース分

析によって、仮説・検証型の研究を進めた。 

 

（1）企業の国際化進展に応じた組織モデル

として、「グローバル組織」、「インターナシ

ョナル組織」、「マルチナショナル組織」、「ト

ランスナショナル組織」という形態が類別さ

れ、グローバル市場で企業が存続するために

は、国境を超えた親会社と子会社の相互依存

性を特徴とする「トランスナショナル組織」

が有効である（Bartlett and Ghoshal, 1989）。

海外事業の展開、たとえば戦略的提携、合弁、

Ｍ＆Ａなど海外進出に当たっては多様な方

策が想定される。そのため、どのような方策

をとるか、それを実行する組織形態、コント

ロールはどうするかが具体的な問題となる。

換言すれば、現地事業に関わる情報の不確実

性にどのような対応策をとるか、その際、情

報のコストはどうかの問題である。ケネス・

アロー（1974）によれば、情報コストは、第

一に当事者依存的、第二は情報入手に必要な

資本コストは不可逆的、第三に、情報コスト

が決して組織にとって均一でない、という特

徴を有している。 

 海外進出の核心は、こうした情報問題の対

応であり、その対処を間違えると失敗してし

まう。これが海外進出の克服すべきハードル

であり、経験豊富な企業はその知識を蓄積し

ている。そのため、海外事業成功を成功させ

るため、そうした企業はその知識を埋め込ん

だ組織ルーティンの構築とその精度を高め

ている、しかし、組織ルーティンは、安定す

ればするほど変化できなくなるため、ルーテ

ィンをベースとする組織コントロールのあ

り方は一律でない。 

日本企業の多くは、効率性に関わるルーテ

ィン作業を意識しつつ海外子会社のコント

ロールを行っているとはいえ、外国企業の場

合と比べて、海外子会社のトップに日本人を

配置している比率が高い（Harzing, 2001；

吉原, 2011）。また、海外子会社の組織コント

ロールを図るために、親会社の組織アイデン

ティティを子会社にアイデンティフィケー

ションさせる傾向がある。この観点は、組織

文化論と相通じるところがある。日本人が海



外子会社のトップとして赴任している場合、

本社の価値観を共有する当人を通じて海外

子会社へそれを強要する「文化によるコント

ロール」がよく見られる。一方、現場の意向

を重視して現地人をトップに据える場合、本

社からの意図が海外子会社に伝わりにくい。

そのため、日本人を「副社長」として派遣・

常駐させ、現地人トップのコントロールが試

みられたりする。つまり、「文化によるコン

トロール」を重視して、アイデンティフィケ

ーションに重きを置く会社がある一方、現地

人トップに成果主義の報酬制度を採用し、

「結果によるコントロール」を主軸とする会

社もある。 

組織コントロールの方策は一様でなく、文

化的距離が大きい親会社と海外子会社の間

で相互理解が進んだときに、組織文化による

コントロールが有効なのか、それとも結果に

よるコントロールが有効なのだろうか。この

問いに対する回答は、一般的に状況依存的と

されるが、それでは実践適用が容易でない。

海外子会社のトップに対するコントロール

は、「文化によるコントロール」や「結果に

よるコントロール」だけでなく、他に「行動

のコントロール」もある。海外子会社の組織

編成は親会社主導で行われるが、そのロジッ

クは相互依存を前提とする資源依存であり、

現地の不確実性を避けることが必須の要件

である。そのため、有効な組織コントロール

を図るには、確実性を担保する組織ルーティ

ンとの関係解明が避けられない。 

 

（2）誘因・貢献理論を主張した Barnard

（1938）は、組織が社会的な価値を反映して

制度化された（道徳的制度）機能を果たして

いる点にも着目した。企業組織は、制度的実

在として存続するものであり制度的側面の

配慮を欠いてはならなく、海外進出す場合、

異文化を前提とした制度環境を想定せざる

を得ない。それゆえ、組織コントロールの成

否を特定化する企業行動については、歴史的

視点を踏まえた制度的分析の軸となる制度

ロジックによって解明される可能性が高い。

Thornton and Ocasio（1999）は、制度ロジ

ックを「物質的実践、期待、価値、ルールな

どの社会的に構築された歴史パターンであ

り、個人はこれらを用いて物質的実存を生

産・再生産し、時間と空間を組織化し、社会

的現実に意味を与えるもの」と定義づけた上

で、教育出版界において支配的な制度ロジッ

クが専門性から市場性へ変化した事を例証

した。同じように、海外進出を制度ロジック

から見れば、そこには国際化のロジックとグ

ローバル化のロジックという複数のロジッ

クが想定され、それらの関係とその変貌が焦

点となる。国際化の時代には、経営資源の移

動の制約がきつく、海外子会社は現地任せに

ならざるを得なかったが、グローバル化の時

代になると、あらゆる分野で規制緩和が進み、

経営資源の移動ははるかに容易になった。 

 

（3）ディィスコース分析には、批判的ディ

スコース分析と間テクスト分析という 2つの

研究アプローチがある。批判的ディスコース

分析は、社会構造にタテの繋がりがあること

を前提とする分析である。これは、M．フー

コーのパワー論をベースに、ディスコースの

背景にあるパワーや支配的イデオロギーを

探ることを目的としている。間テクスト分析

は、社会構造にヨコの繋がりがあることを前

提とする分析である。問テクスト性は、1960

年代に J．クリステヴァによって提唱された

概念であり、テクストはそれ自体で存在せず、

他のテクストとの相互連結的な関係におい

てのみ存在するものとされる。 

例えば、親会社と海外子会社とのコミュニ

ケーションを通じたディスコースは、反復的

に再構成され、再定式化され、そして再コン

テクスト化される。しかし、こうした親子関

係の見られる会社のコミュニケーションの



当事者は、その関係を構成するものである一

方、自律的な存在でもある。その際、当事者

同志がそのディスコースの主体としてタ

テ・ヨコの関係性を持ち、相互の語りが連結

性を持つならば、そのテクストは相関的で、

重層的なものになる。この場合、一つのテク

ストが他のテクストのネットワークと関係

を持つことになるため、当事者間の関係は、

一つのディスコースをきっかけに構成され、

生産されるものとなる。そうであるなら、親

子関係のある会社の構成要素がもつテクス

トがどのように相互作用しあい、修正され、

共通のテクストとして形成されるのか、そし

て、形成された共通のテクストが各構城要素

にどのような影響を与えているのかを分析

することが可能である。 

本研究では、インタビュー形式で収集した

データをベースに、こうしたディスコース分

析を行った。その結果おおよそ判明したのは、

当事者の相互依存関係が強ければ強いほど、

組織コントロールの有効性が高まる、という

仮説である。さらに、組織アイデンティフィ

ケーションが浸透するにつれ、組織コントロ

ールの有効性が高まる、という仮説である。

ただし、組織コントロールが有効になればな

るほど、適応が適応可能性を排除する

（Weick,1979）ことから、環境変化に適応で

きなくなるため、組織コントロールのあり方

は、継続的な見直しが求められるのである。 

 

４．研究成果 

 本研究では研究レビューを通じて、伝統的

な組織コントロール論が、ドメインを所与と

した組織マネジメントの一環として捉えら

れていたことが確認された。そのため、海外

進出といった異文化環境で事業展開する際

に、従来のコントロール手法では通用しない

ことが想定され、組織コントロール研究の新

たな可能性が見いだされた。それと平行して、

日系企業の有効な組織コントロールのあり

方を、構造の観点では組織ルーティン、プロ

セスの観点では組織アイデンティティのア

イディアを絡めて検討するとともに、対象企

業に対するインタビュー調査等によるデー

タを用いてディスコース分析を行い、次のよ

うな仮説の設定と検証が行われた。 

 

H1：組織間の相互依存関係が強ければ強い

ほど、組織コントロールの有効性が高まる。 

H2：子会社組織でアイデンティフィケーシ

ョンが深まるにつれ、組織コントロールの有

効性が高まる。 

 

近年発展の著しい東南アジアに進出を果

たしている日系企業は、有効な組織コントロ

ールを実現するため，欧米系企業の場合と異

なる課題を担っている。この点を鑑みて組織

ルーティンとの関連で分析を進めると、いく

つかの新事実が発見された。すなわち、情報

革命によって、「スピード」が重視される一

方、新規の「リスク」が顕在し、そうした中

での組織コントロールの実現である。また、

実践(practice)への関心の高まりから、「何故、

企業はそのようなコントロールを行ったの

か？」という問いに対して、現場の詳細な観

察とともに、行為者の背景を明らかにすると

いうディスコース分析が有用である。そこで、

日立グループ、無印グループを中心に、海外

進出のグループ構造の解明とともに上級管

理者層とのインタビューを通じてディスコ

ース分析を行った。アジア進出の日系企業は、

ビジネス環境の変化が激しいという点から、

欧米進出の日系企業と比べ、組織コントロー

ルのあり方が異なることは想定されたとお

りである。ディスコース分析を進めた結果判

明したのは、日系海外企業の有効な組織コン

トロールは、本社における当該子会社の重要

度に影響されることであり、重要度が増せば

ますほど既存コントロールの見直しが促進

されることである。そして、その基準は基本



的に安全性・確実性であり、これが共有認識

されることが必要である。 

本研究の理論的な意義は、組織コントロー

ルについて組織を構成する他要因との関係

という新たな側面の発見であり、有効な組織

コントロールを実現するための示唆が得ら

れるという点で実践的にも意義がある。した

がって、本研究はその目的をほぼ達成した成

果を生み出すことができたといえる。 
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